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本研究の問題意識は、地域社会への文化の機能による貢献は事例的に指摘されてきたが、文化的価
値の実現と効率性や経済的価値の実現を政策的に評価することの難しさを散見するにつけ、文化事業
や文化政策を進展させるために必要な指針(または判断基準)を学術的に明示する必要があるという
ことである。よって、本研究では、複数の学問領域において抽象的次元で論じられてきた「公共性」
概念のいくつかを文化施設や文化事業に関する事例研究の視点として取り込み、文化資源の持つ公共
性を具体的に提示することが文化政策及び地域活性化の理論的裏づけにとり不可欠であるという見
地に立っている。
そのため、本研究の目的は、第1に、文化推進に関する公共性の概念を整理し、文化の公共伎を考
える際の重要な視点を導き出すことである。それを踏まえて、第2に、文化芸術振興を支える文化施
設と、文化を核とした活動・事業を合わせて「文化資源Jと定義し、文化の公共性及び外部伎の概念
と文化資源の実態を対応させて分析することで、文化資源の公共性が地域活性化に果たす役割とその
発揮条件を明確にすることである。研究方法は、事業報告書事、予算書、利用者アンケー卜結果、ヒア
リング調査を通じた記述統計と定性的要因の分析による。本論文の構成は以下のとおりである。
第1章では、研究の背景、問題意識、研究目的、研究方法が述べられる。
第2主主では、文化資源の主主義と公共性に関する先行研究の要点が述べられる。
第3章では、文化資源の公共性に総連して、公共性概念及び文化の外部性に関する壊論の考察を行
う。まず、欧米の代表的な公共性概念、日本における近年の公共性議論、さらに経済学から見た文化
の外部性理論及び価値財概念を整理する。とくに、文化へのアクセスの公開性、市民が自立的に関与
し相互に協力し合う市民性と協働性に注目する。その上で、文化の外部性理論に関するボーモルヱボ
ーエン見解に従い、芸術文化による悶・地域の威信、経済的効果、次世代への芸術水準の継承効果、
教育効果の4側面を検討して、ボーモル=ボーエン基準は、本研究の目的にとり対象範聞や視点が幾
分異なると見なし、文化活動に内在する別の要因を検討する必要性を述べる。そして、文化の公共性
を実証的にも論じうる新しい視点として、公共性概念の要件であった公開性(アクセス商)、市民性
(参加面)、協働性(連携面)の婆因を取り上げる。一方、文化資源を区分し、①文化施設の存在と
活動、②文化施設の使命、③文化を核とした活動・事業の三側面をそれぞれ事例対象として取り上げ
検討した結果を統合し、文化資源における公共性3要因が地域社会・文化活動で果たす役割を検討す
る研究構成を示す。
第4章では、文化施設の存在と活動を検討課題として、地域社会に関かれた活動を続ける 5つのミ
ュージアムを取り上げ、それぞれの使命や活動の共通点の分析を通じて、すべての人に公開され、市
民が自立的に関与し、相互に協力し合うという特性を確認する。これらの特性が備わる前提として、
文化施設が市民の散策等に適した状況(場)を形成しており、市民・地域の象徴的存夜となっている
点をあげ、主体的参加を促すシステムと交流の場(接点)としての性格が重要と述べる。
第5章では、高い評価を得ながら公共性の是非を関われた文化ホールの2事例を通じて、文化施設
設立時の使命とその後の活動における文化施設の事業評価、文化施設が地域に及ぼす波及効果との対
応関係を、ボーモル=ボーエン基準を輸に多面的に検討する。その結果、施設の使命は時々に変化し
うるので、地域と共にあることを反映する別の評価基準が重要と述べている。
第6章では、地域活性化を促す仕組みの視点から、文化資源を活用した文化活動の2事例の検討を
通して、文化資源が地域に果たす役割を検証する。その結果、住民自らが地域の文化資源を「再発見」
し、住民の参画、連携、活動が拡充していったプロセスに着目し、地域活性化のコア組織が固定的で
あり手続的正統性を確保するよりも、地域文化資源に関わるコンセプトを住民が共感し、住民がその
活動に自発的に参加し、住民活動が相互作用あるいは活動の連鎖やネットワーク的拡充を生み出して
いくプロセスにこそ地域活性化のダイナミズムを認めることができ、地域活性化の地域内在的要因が
存在すると述べた。
第7章「結論」では、文化資源の役割として、文化施設は住民に公開され住民交流の場となること
が重要であり、文化施設・文化を軸とする活動は、使命より、住民の共感と参画を得る地域アンデン
ティティに基礎を置くことが重要であると論ずる。とくに地域文化資源に由来するコンセプトへの住
民の共感に始まり、住民の主体的参加が活動の相互作用の場を形成し、活動の連鎖やネットワーク的
拡充となるとき、文化は資源であるとともに、住民の主体的参加と相互作用のダイナミズムを生み出
す触媒となる。このダイナミズムを生み出す条件は、プロセスへのオープンな参加、コンセプトへの
共感、自発的活動の連鎖であると結論づける。
総文審査の結果の要旨
本研究は、文化を推進する政策がいかなる意味で合理的根拠をもつかという課題に挑んでいる。地
域に存在する文化施設と文化活動を合わせて文化資源と定義し、これらがいかなる条件下で、地域活
性化等の効果を示すといえるかを経済学以外の婆素も含めて多面的に検証する。研究の結果、第lに、
文化施設にとり、従来研究では施設の訪問者数や入場料収入なと、の経済効果が成果指標の中心だった
が、本研究では、施設の住民への公開、住民が必要とする交流の場、施設の地域における象徴的存在
感、人的教育の場としての考慮と住民による認知度の検討も重要であると論じる。第2に、施設の使
命は設立時以降の状況変化の中で変わりうるので、地域と共にあることを反映する別の評価基準が重
姿と論じる。第3に、文化を軸とする活動について、行政の計画通りの成果や達成度だけではなく、
活動の諸局面における住民の参加を重視し、住民が計間早期段階から参加でき、地域住民の活動組織
問の関係がいかに変化したかなどを地域活性化のプロセスとして捉えることが重要と論じる。とくに、
地域文化資源または文化的コンセプトに住民が共感し、住民がその活動に自発的に参加し、住民活動
の相互作用あるいは活動のネットワーク的連鎖を生み出していくプロセスには、住民活動の推進自体
に地域内在的要閣が存在するので、文化資源は住民の主体的参加と相互作用のダイナミズムを生み出
す触媒として作用すると捉えている。第4に、従来は文化の外部性という経済効果を中心に検討され
てきたが、地域活動を促す要因には、抽象的公共性概念における公隠性、市民性、協働性という経済
学領域を越える制度的特徴(それは経済効果を生み出す前提条件でもある)を検証要因および活動・
政策要因に取り込む視点も有効であると論じている。
本研究から導かれた結果は貴重な研究成果であり問題提起でもある。本研究は、通常の事例研究に
おけるように事例間での重要な共通要素の析出という側面だけでなく、政策論議の領域における高度
に抽象的な概念を具体的事例分析の視覚に投影させた広義の仮説検証アプローチの側面を持ってい
る。文化資源を構成する施設面と活動面に演する考察ではそれぞれ類似する複数事例を対象とし、記
述統計分析と定性分析の両爾から細かい条件に基づく検証を重ねている。これらの条件別分類・検証
は適切であり、析出結果の説得力を高めている。また、施設面と活動面を本研究の当初問題意識に結
びつける手順においても議論を慎重に重ねており、導かれた結論も妥当である。
